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要　　旨

　本研究は、東 ア ジ ア に 進出 した自動車産業を事例 に して、同 じよ うな 制約条件下 に おける 企業間の 戦略的行動の 差

異 に つ い て、その 要因を帰納法的に 検討する こ と を 目的 と して い る。60年代 か ら 70年代 に か けて 日本企 業 は東 ア ジ

ア 諸国で 生産活動を始めた。しか し 日本企業の 活動は
一
様で は なか っ た。本研究 で は、そ の 差異 を、生 産 シス テ ム の

蓄積プロ セ ス や組織風土な ど も含めた経営資源や 組織能力の 視点、さ らに行動の 促進 ・障害要因の 有無 に つ い て、ト

ヨ タ 自動車と三 菱自動車工業の戦略的行動 を事例 に して 検討 した。

　両社 は、と もに小型車から大型車まで の広 い ラ イ ン ナ ッ プをもち、エ ン ジ ン技術 を核 と した総合的な技術開発力を

梃子 に して 海外展開して きた企業で あ る 。 両社 の 発表 された生産台数 に よれば、2004年の時点で、グ ロ ーバ ル の 生

産台数は トヨ タ 672．4 万台、三菱 自 136．7万台と生産規模に著しい 格差が あ る 。 しか し、中国を含めた東ア ジア地域

で の 生産台数をみ る と、2004年に なっ て トヨ タ 64．7万台に 対 して 三菱自51，6万台とな っ た もの の 、三 菱 自は、東 ア

ジ ア で は歴史的に
一
貫して トヨ タ を上回 る生産台数を誇 っ て きた 。 日本の 自動車企業の 生産 シス テ ム は 、 考え方や そ

の 細部 は企 業 に よ っ て
一

様 で は な い 。両社 の 企業進化プロ セ ス に は ま っ た く異な る違 い が あ り、それが戦略的行動の

著 しい 差異 とな っ て表れ た。

　三菱白は、70 年代 に なっ て 三 菱重工 か ら分離誕 生 した。三 菱自に は、航空 機生 産 に よ るエ ン ジ ン 開発力な ど戦前

から製作所単位 に 分散・蓄積され た優れ た 要素技術 や 生 産 シ ス テ ム があ っ た。三 菱 自は、遅 れ て い た 海外販売網の 迅

速な構築の た め に ク ラ イス ラ
ー
社 と販売提携 したが、こ の提携に よ っ て逆に 欧米市場へ の 直接的活動が不可能 となり、

独 自に活動で きる束ア ジア に注力せ ざる を得なか っ た 。 特 に三 菱商事 との 関係 で、韓国、マ レ
ー

シ ア、タ イな どの 東

ア ジ ア 企業に技術供与や出資を行 い 、また東ア ジア の閉塞的な産業政策下 で BBC 認定第1号企業 と して 部品の 域内

相互 補完 を実現させ た。また欧米市場が 日本車へ の 輸入規制 が 始め る と、「迂囘生産 （輸出）」として、80年代にい

ち早 く、タ イ を は じめ とす る東 ア ジ ア か ら欧米市場へ 完成車を輸 出 させ た 。

　トヨ タ は、トヨ タ 生産 シ ス テ ム に代表 さ れ る よ うに、製 造 か ら販売 にい た る情報 シ ス テ ム と して 捉えられ る 統合的

な メ タ技術をベ ー
ス と した 組織能力 の 蓄積 に よ っ て、効率化を実現 して きた。しか し、60年代 か ら 80年代 に至 る東

ア ジ ア 諸国 は、輸入代替工 業化政策 下 の
一

国単位 で極め て需要規模の 限定され た市場 で あ り、トヨ タ の シ ス テ ム 統合

的な組織能力を分断する ような事業環境 で あっ た 。 トヨ タは 日本から KD 輸出で 対応す る もの の 、　 BBC や AICO に

よ っ て ASEAN 域内が
一

つ の 地域事業単位 に発展す る 90年代 まで 、今日の IMV プ ロ ジ ェ ク トの ような統合力 に よ る

競争優位性を東ア ジア で発揮させ る こ とは な か っ た 。

　両社の 東 ア ジ ア に 対す る戦略的行動 は、「経営資源 の パ ッ ケージ移転に よ る内部化」とパ ッ ケ ージ に こ だ わ ら ない

「デ パ ッ ケージ 移転」とい える ほ どの 違い が存在した 。

1．は じ め に

1．1　 問題意識

　日本企 業 に 限 らず多国籍展開 した製造業は 、トレ
ー

ドオ フ の 関係 に あ る 各国市場 で の ロ ー
カ ル ・ニ

ーズ や

産業政 策 に対す る個 別 最 適 と、自社 の 経営資源 や 組織
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能力を活用 した 、 グ ロ
ー

バ ル レベ ル の オ ペ レ
ーシ ョ ン

の 統合化 とい う全 体最適 を 同時追 求 して い る。と りわ

け独自に統合化 され る こ とに よ っ て 発揮 され る組織能

力や 生 産 オ ペ レ
ーシ ョ ン の 仕組み を形成 し、それを持

続的競争優位 の 源泉 と して い る企業 に と っ て、その 移

転を阻害する よ うな産業政策が存在する国 々 で は、そ

の 移転 ・発揮は 困難性を極め、本来的な戦略意図 とは

必ず しも
一

致しない 戦略的行動 を生 じ させ る 。

　東 ア ジ ア 諸国〔1）で は、60 年代以降、 輸入代替工 業化

政策を各国政府が 採用 し、外国企 業 に と っ て は、きわ

め て 制約 の 多い 事業環境が 続 い た。と りわ け事例 とす

る 自動車産業で は、繊維や電機製品 な ど の 労働集約的

な産業が輸出振興政策に転じた後で も閉鎖的な産業政

策が継続 し、一国単位市場 で ある こ との 制約が 80年代

末まで 継続 した。

　企 業の 戦略的行動 の 進化が どの よ うに展開す る の か

は、それ ぞれ の 業界、技術 の 進展 に よ っ て異な る が、本

研究は、東ア ジア に進出 した自動車産業を事例 に して 、

同じよ うな活動制約下 に お け る企 業間の 戦略的行動の

差異 に つ い て 、そ の 要因に つ い て 検討す る こ と を 目的

とす る。こ こ で い う戦 略的 行動とは、意 図 的プ ロ セ ス

に せ よ、創発的 プ ロ セ ス に せ よ、あ る い は試行か ら学

習した事後的な行動で あ っ て も、企業が 自社 の 資源を

集中させ て 、対象市場 で 永続的 に他社 よ りも競争優位

に 立つ 目 的をも っ た企業行動 を包含 して捉 える（2｝
。 具

体的 には、本国 で策定 され た 戦略 の 具体化と して の 海

外直接投資 に 限 らず、経営支配 を伴 わ な い 現 地 企 業 に

対 す る資本出資や資金の 斡旋、技術援助契約や 基幹部

品の 提供など も含 ま れ る 。

　従来、開発経済学や 産業組織論に おい て は、各国の

産業政策 に 対す る外国企業の 企 業行動、と りわ け 日本

企業の海外直接投資に つ い て は、地域特殊的に 日本企

業 と して 巨視的に捉 え が ち で あ っ た 。 た とえば 、 代表

的なハ イマ
ー＝キ ン ドル バ ーガー

理論 で は、企業が 海

外直接投資を行 うの は 、 企業が保有す る 独占的優位性

の 移転 と して、企業間 に 比較 され る優位性 の 差異が 海

外 進 出 を決定す る もの と して い る〔3）。J．　H ．　Dunningの

い わ ゆ る 折衷理 論 （OH モ デ ル 即 に お い て も、企業固

有の 特殊な優位性 に重心 をおい て い る  
。 しか し、経営

資源 をパ ッ ケ
ー

ジ と して 内部化 して 海外移転で きな け

れば競争優位性 を発揮で きな い 場合など、企業の 持 つ

優位性は、本国で の 企業環境や 市場構造 だ けで なく、進

出国の 制度
t゚

？規制 な ど との相対的な 関係で決まる と考

える と、 本国で の競争優位を決定す る経営資源 で あ っ

て も進出国 におい て 必ずしも比較優位である とは言え

ない
。 本国で は競争が激しく比較劣位の 経営資源 で あ

る か ら こ そ、海外で 成功する 場合 も考 え られ る 。 企 業

を個別 に み る と、独占的 で あ る こ とや 企 業 固有 の 特殊

な 優位性が あ る こ とは 必要十分条件 で は な く、本国で

の 競争優位性の 有無だけで は企業の 海外直接投資 の 決

定要因を説明 しきれない の で は ない か、考える 。

1．2　本研究の 視 点

　本研究 の 視点 は、競争戦略論の 視点 で 企業 の 戦略的

行動つ い て検討を試み る。従来の競争戦略論の フ レ
ー

ム ワ
ー

ク で は、企業戦略の 根幹 と なる持続的競争優位

の 源泉 を、それが 企 業内部 にあ る の か、ある い は 市場

にあ る の か 、蓄積され た経営資源や 組織能力 な どの 静

的要因な の か、あ る い は 能力構築や 学 習 な どの 動的プ

ロ セ ス なの か、とい う視点が あ る 。 静的要因だけで 、企

業間の 戦略的行動の 差異を説明するこ とに は批判も多

く、野田智義 は、戦略の ダ イナ ミ ッ ク理論の構築に向

け て 、 同
一

産業内企業間相違の 進化 の 要因を、初期体

験が起源 とな っ て 、本来的 に企業と して独 自性を導く

企 業組織内の 慣性 の ダ イ ナ ミ ズム で ある 分岐作用力 と、

不確実性 を軽減する た め の 戦 略的模倣 に よ り形成 さ れ

る 収斂作用力 に よっ て 生 み 出 さ れ た進化 とい う動的 プ

ロ セ ス で捉える試み をして い る（6）。D．Teeceは、企業 の

競争優位性が、発展過程 に組 み 込 まれ た ダ イ ナ ミッ ク・

ケ イパ ビ リテ ィ
ーに依存す る（7）としたが、言 い 換 えれ

ば、企業 の 戦略的行動 に は 歴史的経路依存性 （path

dependency）が あ り、経営資源や 組織能力 の 根幹 に あ

る の は、そ の 企 業 が 初期体験と して経験 して きた 企業

成長過程 の もた ら した組織文化 の 形成や モ ノ つ く り技

術 の 蓄積 な どの 要 素が 海 外直接投資 の レ ベ ル の 決定要

因を構成する と捉える こ とが で きる 。

　また、自動車産業 の よ うに多数 の 部品 と複雑な組立

プ ロ セ ス か らな る製造業で は 、 企業の根幹にあ る組織
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　　 97　　98 　　 99 　　00 　　01　　 02 　　 03 　　04
出 所 1トヨタ自動 車 （株 〕広 報 部 「ア ジア で の 活動」『トヨタの 概況2005 』（p19 ）三 菱自動車工 業（株〉広報部 「アジアで

の 活 動」『フ ァ クトブ ッ ク2005』（p14 ）か ら、アジア での 生産台数の数値を引 用 した。ただ しトヨタは ，インド，バ ン グラ

デ ィッシ ュ ，パ キス タン ．トル コ をアジア から除外して集計 しているの で、三 菱 自のアジ ア の 生 産台数は 同地域を除い

た数僖である。「東アジァ地域1とは，インドネシ ア，マ レーシア、フィ
1丿ビン ，台 湾、タイ、ベ トナム、中国．ブル ネイ，シンガ

ポ
ー

ル 、韓 国を指す。なお注 産台数に つ いてトヨタに は 「生 産台数は現地調達率40％ 以上（FO ．B価格べ 一
ス）の

台数」と、また三 菱自に は 「生 産 台数 は 、当 社 か ら出荷する海外生産用部品を使用し、現地で生産された台数 （KD
は 含 まず ）tとの 注 記がある。（詳しくは ．注11を参 照の こ と｝

図1 東ア ジ ア地 域 で の 生 産推移

能力 や 経営資源は、その 生産 シ ス テ ム にあ る場合が 少

な くない
。 企 業内に 経営資源 と して 蓄積された生産 シ

ス テ ム は、そ の 要素技術とメ タ技術 か らな る 。 メ タ技

術 と は、要素技術 の 組み 合 わせ や 統合化 にか か わ る ノ

ウハ ウや テ ク ニ ッ ク を さす 総 称で あ り、要素技術 に 比

較 して 、暗黙知 で 構成され る 場合 の 多い 。メ タ 技術 を

移転 し、再現する こ とに は 困難性が と もな う〔S〕
。

　60年代 か ら70年代 にか けて 東 ア ジ ア諸国で 、凵本企

業 は生産活動を始めた。しか し 日本企業の活動は
一
様

で は なか っ た 。 本研究で は、日本 の 自動車企業間の 戦

略的行動 の 差異 を、各企業の 経営者 の 戦略的構想力の

違い に求め る の で は な く、その 根幹 に ある生 産 シ ス テ ム

や 組織風土な ど も含め た経営資源や 組織能力の 視点 か

ら、トヨ タ自動車 （以下 トヨ タ）と三 菱自動 卓工 業 （以 下

三菱 自）（
9）を事例 に して 、その 要因 に つ い て 検討 した。

　両社は、ともに小型車か ら大 型車ま で の 広 い ラ イ

ナ ッ プ を も ち、エ ン ジ ン 技術を核 と して 総合的な技術

開発力 をテ コ に して海外展開して きた企 業で あ る 。 両

社の 発表 した生 産台数に よ る と、2004 年の 時点で 、グ

ロ ーバ ル の 生産台数は トヨ タ 672．4万台、三菱自136．7

万 台 と生 産 規模 に 著 しい 格差が あ る働
。 しか し、中国

を含め たい わ ゆ る 東ア ジ ア 地域 で の 生 産台数をみ る と、

2004年 に な っ て は じめ て トヨ タ64．7万台に 対
．
して 三菱

自51．6 万台と逆転 した もの の 、東 ア ジ ア 地域で は歴史

的 に
一

貫 して 三菱自が トヨ タ を上 回る牛 産台数を誇 っ

て きた〔ll）
。 （図 1）

　東ア ジ ア諸国 の 産業政策が 輸入代替 工業化政策から

輸 出 振興政 策 に 変遷す る 中で 、冂本 の 自動車産業に

とっ て、東 ア ジ ア諸 国 は そ の 位 置が 市場 で あ る こ と に

加えて 、生 産拠点へ と重要度 が 推移 した。推移の 過 程

に お い て 、トヨ タ と三菱 白は 蓄積 さ れ た 要 素技 術 や 生

産 シス テ ム などの組織能力や経営資源 の 違い に よ っ て 、

あ る い は グロ ーバ ル な戦略的構想の 違 い に よ っ て、異

な っ た行動をと っ て きた 。 木研究で は、こ の 点 を明 ら

か にす るた め に、三 つ の 点 に つ い て 検討す る 。第
一

に

東 ア ジ ア 諸国 に は どの ような産 業政 策 が あ っ た の か、

第二 に 産業政 策 に 対応 する こ との 両社 の 行動 を決め た

温度差 は何か、それは生産 シ ス テ ム や 要素技術だ っ た

の か、も しそ うだ とす る と、その 蓄積 に は どの よ うな

違い があ っ た の か 。 第三に東 ア ジア に対す る 戦略的行

動を決定 した付帯的な促進条件が存在した の か、とい

う点で あ る。

2．日本の 自動車産業 の 国際化 と 東 ア ジ ァ

2．1　日本 の 自動車産業 と東 ア ジ ァ

　 トヨ タ と三菱自に つ い て 考察す る 前 に、我が国の 自
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動車産業と東ア ジア との 関係 につ い て 触れて おきた い c，

我が国の 自動車輸出 は、50 年代 か らバ ス
、 トラ ッ ク を

東南ア ジ ア に輸出する こ とで 始まっ た。60 年代 に な る

と、こ れ まで 産業保護 の 下 で 量 産体制 を確 立 した こ と

で、輸 出傾 向 に大 きな変化 が表 れ た。それ まで の 自動

車輸出の 中心で あ っ たバ ス や トラ ッ ク に代わっ て、中

南米や東南 ア ジア に乗用車 の 輸出が急増 した 。 さら に

1965年以 降を み る と、輸出先は 中南米や東南ア ジアか

ら、ア メ リ カへ と移 っ て い っ た。国内需要の 拡大が限

界を迎えて
一

段落 し、特 に小型乗用車輸出 に よ っ て 、ア

メ リカ を中心 と した海外市場開拓が 進 め られ た 。

　ア メ リカ 向け輸出が 急増 した の は、第一
に 70年代 に

は い っ て 日本国内 市場 の 拡大を背景 に 日本的生産 シ ス

テ ム をベ ー
ス と した量産体制が 整 い 、日本企業各社は

低 コ ス トで 高品質な 自動車生産を実現 し、国際的な競

争力 を持 て る よ うに な っ た からで ある。1970 年 に 530

万台 に過 ぎなか っ た 自動 車生 産台数は、10年後の 1980

年に は 1100 万台と倍増 して 急激な成長を示した、，

　第二 に 60年代後半か ら東 ア ジ ア 諸国で の 輸入代替工

業化政策に よる完成車の 輸入禁止 や 関税引き上げの 産

業政策が 採用 さ れ こ とも 、 ア メ リ カ 向け輸出が 急増

した 原因 と して 無視 で き ない
。 東 ア ジ ア 諸国向け輸 出

が 大幅 に減少 したが 、現 地 企 業 との 合弁会社設立 しな

が ら比 較的小規模 な投資で 済 む ノ ッ ク ダ ウ ン （KD ）委

託生産を促進 し、KD 輸出 と して 形を変えて 継続 した 。

　70年代後半 に な る と、ア メ リカ市場 で の 囗本車の急

増 とア メ リカ 自動車企業の 経営不振 は、日米間 の 貿易

摩擦と して 顕在化する こ とに な っ た e1981 年に は 凵米

問の 政府交渉の 末、日本 か らの 輸出臼主 規制が 実施 さ

れ る よ うに な っ た。一
方、ヨーロ ッ パ に お い て も、70

年代半ば か ら 日本 申：の 輸入 を規制する動きが あ り、英

国や フ ラ ン ス に お い て は、節度あ る輸 出が求め られ、

1981 年に EC 委員会 は 目本車 の 輸 入 監視制度の 導入 を

決定 し、1986年以降、対欧輸出 自主規制が行 わ れた 。

　欧米 に対す る 日本 か らの 自動車輸出 の 激増 は、貿易

摩擦 を政治的 に処理す る 形で の 日本側 の 「輸出自主規

制」を強要し、 そ れ を契機に して 、そ れ まで 輸出中心

か ら、欧米 で の 現地 生 産 へ と発 展 させ た。ま た
一

方、そ

れ は 日本企業 の 東 ア ジ ア へ の 進出 を加速 させ た。さ ら

に、85年の プラザ合意 に よ る 円高、90年代前半 の さ ら

な る 円高へ と引 き継 が れ、日本の 自動車企 業 に とっ て

東 ア ジ ア 進 出 が 戦 略面 で 重 要 な 位置を占 め る よ うに

な っ た。

2．2　東ア ジ ァ 諸国の 産業政策

　日本企業の戦略的行動を決定す る環境要因となる東

ア ジア諸国の 産業政策 につ い て 検討す る 。 自動車産業

の 国際化 を発展段階的 に見て行くと、  完成車輸出の

段階、  KD 車両生産の 段階、  KD セ ッ ト生 産 の 段

階、さ らに 部品の 国産 化率 を高 め た ロ ーカ ル ・コ ン テ

ン ッ 生 産 の 段 階 に分 か れ る（12）。

　60年代の 東 ア ジ ア で は既 に輸入代替工業化政策が と

られ て い た。輸入代替工 業化政策 は、完成品の 輸入数

量制限、高関税、外国為替管理 に よ っ て 輸入 を制限 し、

自国企業の 国内生 産 に よっ て製品を代替させ る こ とで

経済発展を志向す る 。 しか し自動車産業 の よ うに技術

の 裾野が 広 く、大規模 な工 場設備 を必要 とする産業の

場合、 自国企業が国内市場保護だけで代替 で きる ほ ど

成長 で きる こ とは まれ で あ り、外国企業 の 技術や資金

の 提供が なけれ ば 困難で あ っ た 。

　自動車に つ い て の 完成車の輸 入 禁止 な い し高 関 税政

策 は、1951年 の フ ィ リピン に は じま っ て 、1961 年の 台

湾、1962 年の 韓国、1966 年の マ レ
ー

シ ア、1969 年の

イ ン ドネシ ア で 採用 され た 。 その 結果、KD 生 産が促進

され た 。 そ の 後、部品の国産化 を促進す る ロ
ー

カ ル ・コ

ン テ ン ツ 規制が 行 わ れ た c， タ イ で は まず 1971 年 か ら

KD 生産 で の ロ
ー

カ ル ・コ ン テ ン ツ 規制 を先行 させ た 上

で 、進 出 企 業 を保 護 す る 目的 で 1978年 に 同様 な 政 策が

採用され た。

　東ア ジア の 中で もASEAN 諸国 Cl／1）の 自動車産業は、輸

入車 の 補修部品対応、さ ら に KD 生 産の 国産化義務対

応を中心 に展 開 して きた。KD 牛産 で は、各国 需要の 規

模 の 経済性 を比較的 に 配慮 し な くて も良 い の で 、マ

レ
ー

シァ や イ ン ドネシ ア で は、欧米 口の 外国企業 と提

携 した組 立 自動車企 業が多品種小規模 に乱立 した 。 し

か し補修部品も多車種 に 応 じて 備 え て お か な けれ ば な

ら な い の で、多品 種少量体制で は 非効率で あ っ た。70

年代 の ASEAN 諸国 は輸 入代替工 業化政策を採用 した
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もの の 、国内自動車メ ーカーは もと よ り国内部品 メ
ー

カーを育て る こ と は で きなか っ た。

　そ れ は 第
一

に工 業化資金、第二 に 技術 の 移入お よ び

産業 と して の 多様な技術集積、第三 に 国 内需 要 の 三 つ

の 不 足 に よ る 。 そ うした 中で 、韓国、マ レ
ー

シ ア 、イ

ン ドネ シ ア、フ ィ リ ピ ン などで、自動車産業政策と し

て 国民車が 構想 さ れ た 。 国民車構想 は、車種 を限定 し

て基幹部品の 国産化率を高め る
一・

方、部品の 輸入関税

の 免税や国民 に 対す る 自動車取得税の 免除などの優遇

策 に よ っ て 国内需要を拡大させ、外国か らの 資 金 と技

術 の 移 転、さ ら に 部品メ
ー

カ
ー

の 育成す る こ とが 日的

で あっ た。韓国 で もマ レーシア で も、国内需要に は 限

界が ある の で 、自動車を欧米 に輸出す る こ とに よ っ て

生産設備 の 投資に見合う需要規模 を 創造す る 必要が

あ っ た。しかしながら国民車に集中する とい っ て も、部

品生 産 を各国別 に行 うこ とは小規模生産 とな り、生産

した部品は高コ ス トで あり、そ れ を組み 立 て た 自動 車

に輸出競争
．
力が ない こ とは 明らかで あ っ た。輸出振興

政策を採用す る に して も低価格戦略を採らざる を得 な

か っ た 。

2．3　ASEAN の 産 業政策の 転換

　韓国、台湾、マ レ
ー

シ ア 、イ ン ドネシ ア な ど、東 ア

ジ ア 諸国の 産業政策 の 共通 した特徴 は、第
一

に完成車

の 輸入規制 に よ っ て現地 に お け る KD 生産を推進 した

こ とで ある 。 第二 に KD 生 産 に と ど ま らず、部品調達

の ロ ー
カ ル ・コ ン テ ン ツ 規制 に よ っ て、部品技術 の 移

人お よび 国内生 産 を推進 した こ とで あ り、さらに 第三

に 部品産業育成の た め に 国内資本との 提携iに イ ン セ ン

テ ィ ブ を与 え な が ら、外国企 業 に 出資制限を加 え た こ

と で ある 。さ ら に第 四 と して、工 業化資金 の 効率的 な

投資の た め に、あ る い は 国内需要の 形成 の た め に 現地

生 産 モ デ ル 数 を制限 し、投資 の 集中化をは かっ た こ と

で ある。

　 しか し、東 ア ジ ア 諸国の 国産化推進 は、組立生産 よ

りもは る かに、資本集約的な部品 生 産 にお い て比較劣

位を もた ら した こ と も否定 で きない
。 前述 した よ うに

国産化率が高まる ほ ど、規模の 経済性を享受で きずに

部 品 コ ス トが 上 が り、現地 生 産 の コ ス ト競争力が ドが

る と い うジ レ ン マ を生 ん で しまっ たか らで ある oe
。 比

較劣位を もた ら した各国単位 の 保護政策は、80年代末

に なっ て 、ASEAN 諸国の BBC （自動車部品相 互補完

協定 ：Brand 　to　Brand 　Complementation 　Scheme＞や

90 年代 の AICO （ASEAN 産業協力協定 ：ASEAN

Industrial　Cooperation　Scheme）な ど に よ っ て緩和 さ

れ、各国が相 互 に部品 の 輸入関税 を軽減させ 、それ ぞ

れ の 国の ロ
ーカル ・コ ン テ ン ツ とする こ とを相互 に容認

した こ とで、部品生 産 を相互 補完 で きる よ うに な っ た。

　BBC は、現地資本が30パ ー
セ ン ト以上 出資した 自動

車生 産 メ ーカ ーに限 り、域内の 同
一ブ ラ ン ド車種 の 補

完部品で あれ ば、最低 50％ の 関税割引が 与え られ、か

つ ロ ーカ ル ・コ ン テ ン ツ と見なす制度 で あ る。その 結

果、ASEAN 各国 で 生 産 され た 自動車部品が ASEAN 諸

国 に 相互 に 輸出入され る よ うに なり、国家 や市場 を超

え て 域 内 ネ ッ トワ
ーク形成 の 契機 と な っ た 〔15 ）。

ASEAN 諸国に 直接投資す る企業 は、国ご との 重複投

資を避け、生産の集中化をは か る こ とが で きる よ うに

な っ た 。 この 動きは、1995年 の AICO に発展 し、さ ら

に輸入 関税を低く抑え、国境 を越 え た 部品の 相互供給

を拡大させた。AICO は、現地資本が 30パ ーセ ン ト以

上 あ り、ASEAN2 力 国以上に生産拠点をもつ 企業を

「ASEAN 協同 企業」と認定し、 グ ル ープ企業間の 貿易

に対 して 、CEPT （共 通 有効特 恵 関税 ：Common

Effective　Preferential　Tariff）レベ ル の 関税 を適用す る

もの で あ る 〔16）。

　そ もそ も日本 や 中国 を除 くと、東 ア ジ ア 諸国で すそ

野の 広 い 自動車産業を完全国産化 で きる だけの 国内需

要規模 を確保する こ と はで きな い の だ か ら、現実的な

意味で 、ASEAN 諸国が、輸入代替工 業化政策か ら輸出

振興政策へ 切 り替 え な が ら、ASEAN 域 内 ネ ッ トワ
ー

ク を形成 した こ とで 、ASEAN か ら の 競争力の あ る 自

動車輸出を可 能 に したの で あ る。

3．生産 シ ス テ ム と組織能力 の 歴史的検 討

　東ア ジ ア の 産業政策が 推移す る過程 で 、トヨ タ と三

菱自は、自社 の 組織能力を活用 して 競争優位を築くた

め に どの ような企 業行動 を選 ん だ の だ ろ うか 。

　自動車
一

台 は約 5万品番の 部晶か ら成 り立 っ て い る 。
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トヨ タ生産 シ ス テ ム は、全車種 で 30 万点の 品番が あ

り、さ ら に補給部品を加える と 120 万点の 品番を管理

して い る と言わ れ る （1η。こ れ を最適管理 す るた め に 、ト

ヨ タは必要 に 応 じて そ の 都度多くの 生 産 管理 手法を開

発 して きた。トヨ タ 生産 シ ス テ ム は、狭義 に は 生 産管

理 シ ス テ ム と して 捉える場合（ls）と、開発か ら部品調達 ・

製造 ・販売機能 にい た る情報 フ ィ
ー

ド
・バ ッ クル

ープ

の 情報 シス テ ム と して捉える 場合が ある｛19）。後者の 立

場 に立 て ば、トヨ タ生産 シ ス テ ム は、単なる生産 シス

テ ム で は な く、「限量経営」の 実現C20）を 目的 と して、協

力企業との 共生 関係的契約C21）の 上 に情報に よ っ て 連

結 ・統合化され た 「経営資源の パ ッ ケージ」 と して 捉

え られ る。限 量経営とは、市場 が 必要 とす るだ け
一

定

の 効率 で 製造す る こ と、すな わ ち生 産 を平準化す る こ

とは、販売量が減っ た時に も生産性を上げ る組織能力

を実現 した 経営で ある。

　「オペ レーシ ョ ン効率の追求は戦略で は ない 」とい っ

たの は M ．E．　Porterで あ るが、　 Porterは、個 々 の 業務

活動 を相 互 に結 びつ けて フ ィ ッ トした シス テ ム を構築

する こ とで模倣困難な独 自の ポジシ ョ ン を形成す る こ

とを戦略と した C
’
22）

。 そ の 定義に従えば、トヨ タ 生産 シ

ス テ ム は、き わめ て 模倣困難性 の あ る組 織 能力 をベ
ー

ス に した 戦略 と言うこ と もで きる。トヨ タ生 産 シ ス テ

ム の 持つ 模倣困難性は、日産 にお ける トヨ タ生産 シ ス

テ ム の 導入 につ い て の 門田安弘の 研究が、それ を示唆

して い る（23）
。 トヨ タ生産シ ス テ ム の根幹とも言 える後

工 程引っ 張 り方式 で ある 1か ん ば ん方式」 は、その 前

提条件として、需要変動に対 して 生産を適応 させ る 生

産の 平準化が 必要で ある 。 囗産で は、か ん ば ん 方式 に

相当する APM （action　plate　method ）を、1974 年か ら

1984年まで採用した が結局中止 に い たっ た。中止 した

理由は、生産の 平準化 とい う条件が 日産 で は とて も満

た しえな い とい うこ とで あ っ た（24｝。む しろ 日産 で採用

された の は、生産 と同期化．した 頻繁な納入 を部品ベ ン

ダー企業に 要求した MRP （material 　requirements

planning）重視 の 生産 シ ス テ ム で あっ た 。　MRP は、部

品在庫の 圧縮 と欠品に よ る 生産 ロ ス を防 ぐた め に、需

要予測 に 基 づ い た基 準生 産計 画 を基 本 に部 品表か ら見

込 み 所要量 を事前 に 計画 して お き、生 産能力 を考慮に

入れ な が ら継続的に 部品を補充 して 行 く考え方 で ある。

三 菱臼は、トヨ タ生 産 シ ス テ ム よ りも日産の それ に 近

い 。トヨ タ生 産 シ ス テ ム と 日産生 産 シ ス テ ム とは差異

が あ る よ うに 、三菱自は、独自の 生産 シス テ ム を進化

させ て きたvr 菱 自は、トヨ タ とは まっ た く異 な る生

産 シス テ ム の 進化 の 歴史を歩んで きた、，

　 三 菱自の 自動車事業 と して の 前史 をた どれ ば、1917

年に三菱重工 （以下 三菱重）の 前身で あ る 三 菱造船神

戸 造船内燃機工 場 で 、フ ィ ア ッ トをモ デ ル に した 「三

菱 A 型」 の 製造 に 始 ま る 。

　 三 菱 白の社 史 に よれ ば、三 菱 A 型 の 製造後、国産

デ ィ
ーゼ ル ・エ ン ジ ン の 開発 も含め た トラ ッ ク や特殊

車両 の 製造 に専念す る よ うに な っ た。1932年 に神戸造

船所で 、「ふ そう」バ ス の 第 1号 で あ る 「B46号」 を試

作 ・製造した 。 1937年か ら戦争が本格化す る と自動車

生産を中断して 、自動車 の 生産工 場 は、戦車 の 製造、軍

用艦船や航空機エ ン ジ ン の 製造に変更され た（25）
。

　三菱重は、そ の技術力や 生産力を軍需産業 として、軍

用艦船や航空機に 投入 し、自動車 の 人量生 産 に乗 り出

す こ とが で きな か っ た 。

　戦後の 三 菱自の 乗 用 車の 製 造 の 拠 点 は名古屋 と水島、

トラ ッ ク
・バ ス は 東京、自動車用 エ ン ジ ン は京都 で あ

るが、戦争中の 名古屋工 場 （後 に名古屋 自動車製作所）

で は、零戦 と一式陸攻 に代表 され る ように海軍向け航

空機の製造 とエ ン ジン の 製造が行われたが、戦争中 に

増産体制整備 の た め に、名古屋工 場 の 分工 場 と して 水

島工 場 （後に水島自動車製作所）が設立され、一
式陸

攻 と紫電 改 の 製造 が 行 われ た 。 ま た エ ン ジ ン 開発 と製

造の た め に 京都工 場 （後 に 京都製作所）が設立され た。

東京工場 （丸子〉で は戦車や特殊車両の 製造、川 崎工

場 〔後 に東京 自動車製作所〉で は艦船用エ ン ジ ン の 開

発 ・製造が行われた。

　 終戦 を迎えて、三 菱 の そ れ ぞ れ の 工 場 は、独立採算

に よる 自律化 の 道を歩 ん だ。それぞれの 工場は技術力

をい か して、軍用技術 を転用 して民 生 機器の 開発
・
製

造を行っ た。た と えば、名古屋工 場 で は、戦後
一

時期

カ イザ ー・
フ レ

ー
ザ
ー

社 と KD 生 産 契約 を結び、乗 用

車の ヘ ン リーJを製造 した が、主 な 生 産 品 はス ク
ーター

で あ っ た〔2  水島丁 場で は、戦争中の ジ ュ ラル ミ ン の

一296一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Academy of Internetional Business Studies

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　工nternetional 　Business 　Studies

国際 ビ ジ ネ ス 研 究学会 年報 2006 年

在庫 を再利用 して 米軍向け ロ ッ カーや小型三 輪 トラ ッ

クの 製造が行わ れ、東京工 場 で は、農耕用 トラ ク ター

や ブル ドーザー
の 製造、川崎工 場で は バ ス （B1 型）の

製造 を行 っ た。また京都工 場で は、エ ン ジ ン 技術を活

用 して 日産向け トラ ッ ク用エ ン ジ ン （KT1 型）、他の 三

菱 の 工 場向けの ス ク
ー

ターや 三輪 トラ ッ クの エ ン ジ ン

の 製造が行わ れ た 。 名古屋 コ揚 が、1953年に ウ ィ リス
・

オーバ ー
ラ ン ド社 と提携して ジープ （J1）の KD 生産

の 後、そ れ を国産化する 際 に は ジープ用 4 気筒ガ ソ リ

ン ・エ ン ジ ン の 開 発 ・
製造 が 行わ れ た。三 菱 に お い て

は、エ ン ジ ン を開発す る 京都 と他 の 工 場 とは 関連が あ

るが、それ ぞ れ の 工 場 は独 立 して い て まっ た く異 な る

製品を 製造 した た め に、製造技術の 蓄積は伝統的に 国

内 に分散した製作所単位で あっ た。

　三 菱 の 生産 シ ス テ ム につ い て言 えば、名i「渥 工 場 の

戦時期に お ける 航空機の 製造 で は、少ない 資源で の 生

産拡大 を迫 られてい たため に効率的な 生 産が試みられ、

「前進作業方式」で 工 程全体を流れ作業的に組織化する

こ とで それ を実現 し ようと した C2D
。 前進作業方式は、一

定時聞内 に
．− 1：程 の 作業を終え、 合図 に よ り

一
斉 に次

工 程 に製品 （機体）を移 動 させ る方式 で 、後工 程引 っ

張 り方式の 考 え方 に 近い 。また部 品 管理 に お い て は、機

体部品工 場 を対象に、伝票 に よ らず、部品生 産の 日程

管理 、工 程管理 を 目的 と した 1推進庫」 とい う職 場単

位が配置 され た。戦後 、 推進庫は、工 程管理の 対象 と

な る部門全体 を適当な長さに分割 して、工 程管理 の 区

切 りとな る 「推進区」とい う管理単位 とな っ た 。 1946

年 に 名古 屋 工 場 で 開始 さ れ た ス ク
ー

タ ーの 製造 は 、

1951 年 に 量産 コ ン ベ ア ラ イ ン が 完成 す る まで 「手送 り

方式」で行わ れ た 。 ジープ の 生 産で は 、メ イ ン ラ イ ン

は 「タ ク ト生産方式」で あ っ た。タ ク ト生産方式は、推

進区単位 に工程を複数 に分割 し、各工 程が終える と一

斉 に 次工 程 に移動す る仕組 み で、各工程を専門の 作業

者が担当する こ とで効率改善 を はか る生産方式で ある。

単
一

品種 を連続的 に大量生産する場合に は生産性が高

い が、必然的 に推進区単位 に部品が あ る程度在庫 され

る 必 要 が あ っ た 。 メ イ ン ラ イ ン の 組立 て 以外は ロ ッ ト

生 産方式で 行 わ れ た。ロ ッ ト生 産 方式は、押 し出 し方

式の 計画的量産 シ ス テ ム で あり、それ ぞれ の一1：程 で
一

定量 生 産 し、次 の 丁程 に送 る方式で ある 。 その 後、名

古屋 工場で は三菱500 （1960）、コ ル ト600 （1962）、コ

ル ト1000 （1963）が製造され たが 、単
一
品 種組立の タ

ク ト生 産 方式 が 採用 され た C2S）。一
方水島⊥ 場 で は、

1946年か ら小型 三輪 トラ ッ ク 「み ず しま 弓
』
．1が製造 さ

れ た が、1953 年に コ ン ベ ア シ ス テ ム が導入 さ れ る ま

で 、手押 しタ ク ト方式で組み 立て られ た fg｝。　 そ の 後

1960 年に軽 4輪 トラ ッ ク の 三菱 360、1962年に軽乗用

車の 三菱 ミニ カ、70年代の ラ ン サー＝ミ ラ
ージ ュ と続

き、水 鳥工 場 は トラ ン ス ミ ッ シ ョ ン や 小型 エ ン ジ ン な

どの 基幹部品の 製造も含 め て 、小型乗用車 の
一
貫工場

と な っ た 。

　1950 年 に、三 菱 が 3社 に 企 業分割 され る が 、1964 年

に統合さ れ る 間、それ ぞれ の 分割会社 で 独自に経営 が

行われた鋤 、、そ の 意味で 、三菱自は、戦前からの 歴 史

的経過 か らみ られる よ うに、各地域 に分散化した製作

所の集合体で ある 。 三菱か ら分離後 も、製作所別 の 地

域単位 に縦割 りの 組織構造で あ り、製作所長へ の 権限

の集中と経営管理 に依存 して い た。三 菱 自の管理 、開

発、生産、販売 の全社横断的な機能 は、乗用車生産本

部 の 発足する 1991 年 まで 存在 しなか っ た。部品メー

カー
で 組織 され た 還 菱自動車柏会は、名古屋、京都、水

島、東京で 製作所単位 に そ れ ぞれ 構成され た。しか し

三 菱 自は、そ れ ぞ れ の 製作 所 を横 断 で きる有力 な 部品

メ
ー

カ
ー

を持たず、系列化した 部品供給体制 は なか っ

た 。 唯
一

系列 に 近 か っ た の は、1962年 に設立 さ れ た ［水

島機械金属工業団地 共同組合」 の み で あ っ た。三菱自

の 生 産 シス テ ム は、トヨ タの ように、中部地域 に協力

会社 を集中配置 した地 域単位の ジ ャ ス ト・イ ン ・タイ

ム に よ っ て 生 産 の 平準化 を可能 に す る よ うな部 品供給

体制で は なか っ た。しか しそ の
一

方、三 菱 重 以 来の 製

作所単位 で独自の 要素技術 を 開発す る 組織風土 が醸成

され た が、分散化 した経営は協力会社の 育成 な どが 弱

く、統合した経営シス テ ム と して 全体最適す る こ との

困難性 も併せ 持 っ て い た。最後発 で あ る こ とは、他の

メ
ー

カ
ー

とは異 な っ た 弔種や ス タ イ リン グ、エ ン ジ ン

性能な どの 要素技術 を訴求 した戦略を採らせ た 。 た と

え ば、航空機の エ ン ジ ン 開発を通 して 三 菱 は京都製作

所 を 中 心 に 「エ ン ジ ン の 三 菱」 と呼 ば れ る ほ ど、高い
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技術蓄積があ り、要素技術 の 開発力 を持 っ てい た 。水

島製作所出身で、戦中は 航空機の 設計者で あっ た 第二

代社長の 久保富夫 は、1976 年の 社長就 任 の 際 に 「販売

部門へ の 投資 よ り も、む しろ 製品 に三 菱独 自の 新技術

を盛 り込 み、商品競争力 の 高い 製品を導入 す る こ とが

先決」 と抱負を述 べ 、独自技術 の 開発力 を三菱 臼の 事

業戦略の 根幹 に据えた 。

4．東ア ジア展開と組織 能力の 発揮

4．lr 菱 自動車の 東ア ジア展開

　三菱自の 海外事業は、三 菱重工 自動車事業部時代 か

ら、トラ ッ ク や バ ス 、そ れ にス クーターの 輸出が 行 わ

れ て きたが 、本格的な海外展開 は、新会社 と して 三菱

重か ら独立 して か らで あっ た 、

　三菱自が 三菱重か ら分離 して、自動車専業 メ
ーカー

として 発足 した の は、1970 年で あ り、自動車専業企 業

と して は最後発 で あ る。最後発 メ
ー

カ
ー

で あ る こ とが 、

円本の 自動車産業 にあ っ て 日本有数の 基幹企業として

の 誇 りと後発企 業との 焦 りが 、他 の 自動車企業 とは 異

なる戦略的行動 を採 らせ た 。

　三 菱 自の 海外事業活動 は、い つ も三 菱商事が
一

体 と

な っ て い た 。 そ れ は三 菱 以 来 の 伝 統で あ り、む し ろ 三

菱商事が 国 際戦略を推進す る 役割 を担 っ て い た か らで

あり、三菱自の 海外戦略が 日本の 他 の 自動車企業 と異

なる の は、三菱商事が関わ る こ と に あっ た 。 現 地 企業

に三菱自が 出資す る場合 に は、三 菱商事 も参加 した 。

　三菱 自の 東 ア ジ ア で の 戦略的行動 に最 も影響を与え

た の が 、 ク ラ イ ス ラ
ー
社 と の 販売委託契約 で あ っ た 。

1970年、ク ラ イ ス ラ
ー

社の 出資を 前提 と して、三 菱重

か ら分 離独立 して、1971年 に三 菱重 85 パ ー
セ ン ト、ク

ラ イ ス ラ
ー

社 15パ ーセ ン トの 出資比率で、両社の 合弁

企業 として 三菱 自が発足 した。当初計画 され た 出資比

率は、三菱重 65 パ ーセ ン 1・、ク ラ イス ラ
ー
社 35パ

ー

セ ン トで あ っ た が、経営危機 に直面 して ク ラ イ ス ラ
ー

社の 出資比率が低 く抑えられた。

　 ク ラ イス ラ
ー
社 との 販売提携 は、後発で グ ロ ーバ ル

な 販売網構築の 遅 れ た 三 菱自が、販売網 を構築す る た

め の 「時間」を買 う意味が あ っ た。しか しク ラ イス ラ
ー

社 との 販売委託契約 に よ っ て 、三 菱自が 独白に 販売で

きる 地域 は、韓国、台湾、フ ィ リ ピ ン、タ イ、イ ン ド

ネ シア な どの ア ジ ア の 17力 国に 限定され、北米や ヨ
ー

ロ ッ パ な どの 自動車の 主要市場で の 三菱車の 独 占的販

売権はク ラ イス ラ
ー

社 に 委ね られ た 。 しか し三 菱 自に

と っ て 不幸な こ とに、そ の後、経営危機の ク ラ イス ラ
ー

社は、カ ナ ダ とメ キ シ コ 以外の 海外子会社 をすべ て売

却 して しまっ た（：う％後発 の 三菱自の 海外戦略と して 、ク

ラ イス ラー社の グ ロ
ー

バ ル の 販売網 を活用す る 目論 み

が完全 に はず れ て しま っ た こ とに な る。

　70年代 以 降、特に オ イル シ ョ ッ ク 後 に、日本 の 自動

車企 業 が、燃費効率や 品質の 良さで 欧米市場に事業活

動 を拡大させ 、収益 を増大 させ た。しか し三 菱 自は経

営不振 で販売投資 もままな らな い ク ラ イス ラー社に欧

米市場 で の 販売を依存しなけれ ばならず、独 自活動が

可能な東ア ジア市場 に専念せ ざる を得なか っ た 。 そ の

こ とが、トヨ タ を は じめ とする 他の 日本の 自動車企 業

と異な っ た行動を採らせ たの で あ る。

　三 菱自の 東 ア ジ ア へ の 進出は、三菱重 工 時代の 1961

年 に タイ に 三菱車の 輸入販売会社 の Sittipol社が 現地資

本で あ る Lee グ ル
ープ に よ っ て 設立 され た こ と に始ま

る。1964 年 に は 、三 菱 自が 47 パ ー
セ ン ト出資 して

United　Development 　Motors 社 （UDMI ＞が設立され、

1966 年か ら トラ ッ ク （ジ ュ ピター
）の KD 生 産が 行 わ

れ た 。

　 三 菱白が 設立された 7 年代以降、台湾の 中華汽車 工

業 （CMC ）と商用 の 大型 トラ ッ クの KD 生産 に 関する

技術援助契約（s2 ）が 1970年 に 締結 さ れ、続 い て韓国の 亜

細 亜 自動車 との 間 で バ ス の KD 輸出契約が締結され た。

1971年 に は、オー
ス トラ リア で コ ル ト・ギ ャ ラ ン の KD

生 産を開始した。タ イで も1972年 に コ ル ト
・
ギ ャ ラ ン

の KD 牛 産が 始 ま っ た 。 同 じ年に ク ラ イ ス ラー社 か ら

フ ィ リ ピ ン の 子会社 （CPC ）の 経営を引き継 ぎ、コ ル

ト ・ギ ャ ラ ン、ラ ンサ ー
、 ミニ カ の KD 生産を行 うよ

うに な っ た。 1974年 に は、最初の ア ジ ア
・カーと もい

える シ マ ロ ン 〔Cimarron）が 開発 され た。シ マ ロ ン は、

三 菱 デ リ カ の エ ン ジ ン と シ ャ
ーシ をベ ース に現 地 で デ

ザ イ ン ・
調達 さ れ た 車体 と、さ ら に CPC 社 と三 菱自の

出資 した Asian　Transmission　Corporation（ATC ）製 ト

ラ ン ス ミ ッ シ ョ ン を搭載 した 。 イ ン ドネ シ ア で は、
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1973 年に P ．T ．Krama 　Yudha 　Motor社 （K ｝erYI）と の 合

弁会社 三 菱 ク ラ マ ユ ダ社 （MKM ）を 設立 した。

　 そ の 間の 1973年 に 三 菱 自は、韓国の 現代自動車 （以
．
ド現代 自）と技術援助契約 を結 び、現代 自に小型乗用

車の エ ン ジ ン 製造技術 や車体設計技術を供与 した 。 現

代自は、1967年に設立 され、1968年に英国 フ ォ
ード社

と契約 し、フ ォ ード ・シ ス テ ム が 本格的に 海外移転 さ

れ た ダゲ ナ ム （Dagenham ）工 場 鋤 で 有名な英国 フ ti．　一

ドの 指導 で 蔚山工 場 を 建 設 し、コ ル チ ナ の KD 生 産を

開始した 。 しか し韓国政府 か らの 国 産車開発 の 要求が

高 く、三菱 自に技術供与を求め て きた。国産車 の 車体

デ ザ イ ン は、Ital　Designが担当し、三 菱白は、エ ン ジ

ン （4G3 系サ ター
ン
・

エ ン ジ ン ）、変速機、車軸、鋳物

技術 などを技術供与 した。 これが 最初 の Ponyで ある。

1978 年には、大型 トラ ッ ク とバ ス の KD 生産に 関する

技術援助契約を締結した 。

　80年代 に なる と、三菱自はク ラ イス ラー・オー
ス 1・

ラ リア の 株式を取得 して 豪州三 菱自動車を設立す る と

と もに 、1982 年に 韓国の 現代自、1983 年にマ レ
ー

シ

ア の Perusahhaan　Otomobile 　Nasiona1　SDN ．BHD （以

下 PROTON 社）に出資し、関係性 を深 め る と と もに 要

素技術の 供与 を進め た。三 菱 自が、他 の 日本の 自動車

企業 と比較 して東ア ジア に積極的に 出資や技術供与を

進 め た の は 、 前述 の 通 り、LU’界の 白動車最大市場とも

い え る 欧米市場へ の 販売 ア クセ ス す る権利を持っ て い

なか っ た か らで ある 。

　三 菱 自の 経営陣 に と っ て の 課題 は
、 ク ラ イ ス ラー

社

か ら ア メ リカ、カナ ダ市場へ の 自社製品の 販売権 の 図

復す る こ とで あっ た。r 菱 自が ア メ リカ、カ ナ ダ市場

で の 販売が ク ライ ス ラ
ー
社 との 併売 とい う形で 販売権

の 回復 で きた の は、設立 か ら10年を経た 1981年 で あ っ

た 。 同年 60の デ ィ ラ
ー
網を擁する 三菱自の 米国三 菱自

動車販売 （MMSA ）が 三 菱商事 と共同出資 で 設立され

た 。 しか し1981年は、日米交渉の結果 、 日本側 の 輸出

自主規制とい うこ とで 輸出台数が 168 万台 に制限され

た 年で もあ っ た。と こ ろ が 、 クラ イス ラー
社 の 扱う三

菱車の 販売実績ベ ー
ス で 日本企 業間の 輸出台数を決 め

た た め に、三 菱自の 輸出枠 は 11万 台 しか な か っ た ，三

菱 自はその 内 8 万台を併売先の ク ラ イス ラ
ー
社 に 納 め

な ければ ならず、 実質販売で きる台数 は 3万台しかな

か っ た 。 三菱 自の 販売網 で は、ピ ッ ク ア ッ プ トラ ッ ク

の フ ォ ル テ を販 売した が 、直 ぐに 販売す る 車が な く

な っ て し まっ た。輸 出自主規制 に対 して、木 田 と 日産

は 既 に 弔独進出 して お り、トヨ タ は 1984 年 に GM との

合弁事業 で ある NUMMI （New 　United　Manufact 画 ng ）

で 生産開始 し、また 翌年 に は単独進出す る こ とも発表

し、日本 の 自動車企業は ア メ リカ で の 現地生産が本格

化 した 。 1984 年の 時点 で 、三菱自は ク ラ イ ス ラー
社 と

の 対等出資に よ る合弁会社 〔Diamond −Star　Motors

Corporation）の 設立 を合意 して い たもの の、生 産開始

は 1988年後半にず れ込 ん で しま っ た。その 間、1984年

に 韓国か ら、三 菱 自の 最新 エ ン ジ ン 技術 を盛 り込 ん だ

現代自の Pony　H が、日本 を除 く東 ア ジア車と して は じ

め て 、韓国製品の 特恵関税を認め て い た カナ ダ に 輸出

さ れ た 。 さ ら に ア メ リカ で の 販売を国的 として、Pony

Excelが開発 された。　Porly　Excelは、三菱自か ら新開発

の サ イ ク ロ ン
・エ ン ジ ン、FF 機構、排ガス 対策が技術

供与・された三菱ラ ンサ ーと同
一デ ザイ ン の コ ピー

車で

あ っ た 。 Pony 　Excelは、1986年に ア メ リ カ に輸出 され、

三菱自の 販売網 に も供給 しなが ら、総計 17万台の販売

を記録 した 。 同様 に 三 菱 自からカ ナ ダ ・ク ラ イス ラ
ー

に輸出 さ れ て い た ミラージ ュ を補完す る た め に 、1988

年か ら タ イ で 生 産 され た ラ ンサ
ー・チ ャ ン プが カ ナ ダ・

ク ラ イス ラ
ー

に 輸出された（34）。ラ ン サー・チ ャ ン プ は、

タ イ製 シ ャ
ーシ ．ヒに マ レーシア 製 の ドア

ー、フ ィ リ ピ

ン 製の トラ ン ス ミ ッ シ ョ ン、オ
ー

ス トラ リア製 の タ イ

ヤ ホ イール 、それ に タ イ製の ガ ラ ス、バ ッ テ リ
ー、ブ

レ
ーキ ドラ ム が 採用 され、ま さに メ イ ド ・イ ン ・

東 ア

ジ ア で あ っ た。さ ら に 三 菱ラ ン サー・ブ イ オー
レ を ベ ー

ス に した マ レ
ー

シ ア の 国産．車で ある PROTON 　SAGA

も、1985 年 に生産 が 開始 され、1989年 に は イ ギ リ ス へ

輸出 さ れ た 。 1992 に は タ イか ら欧州 に ］．トン ピ ッ ク

ア ッ プ トラ ッ ク の 輸出も行 っ た。ちな み に、日本 か ら

欧州市場へ の 輸出は、前述 した 通 り、1986年 に 日本か

らの 対欧輸出自主規制が始まっ て い た 、

　80年代の 三菱自は、今冂の 1・ヨ タの IMV 構想 をはる

か に 先行 した地域戦略を採用 した 。 ASEAN とい う地

域単位 の 部 品 調 達 は、BBC 実現 の 道 を切 り開き、三 菱
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自は BBC 認定第 1号企業 となっ た 。 結果的 に は
、

ア メ

リカ、カナ ダ へ の 北米市場 で は 凵本 か らの 輸出自主 規

制 で輸出量 が制限 され た 中で 、販売提携先で あ る ク ラ

イス ラ
ー

の 海外子会社 に供給 しな が ら、三 菱自の 販売

網 へ の 供給 の 量的不 足を補完す る 戦略的意図を もっ て、

出資、要素技術 を供与した東ア ジア 企業か ら輸出 を

彳j
’

っ た。そ れは欧米市場 に対す る 戦略的行動 と して の

迂回生産で もあ っ た 、，

4．2　 トヨ タ自動車 の 東ア ジア展開

　 トヨ タは50年代か ら輸出を中心 に して 海外戦略 を進

め て きた。輸出先が 輸入代替工 業化政 策 を採用 す る と

日本か ら KD 輸 出 で 対 応 して きた、，た とえば 1952 年か

ら始 まる ブ ラ ジ ル へ の 輸出は、1956年に ブ ラ ジル 政府

の 国産化政策に呼応 して現地法人 （トヨ タ ・ド・ブ ラ

ジル ）を設立 して 現地生産 に 切 り替えた こ と に よ る 。海

外活動初期 か ら 60年代まで、輸出の 中心は小型 トラ ッ

ク （ス タ ウ ト）や ラ ン ドクル
ー

ザ
ー

で あ り、トヨ タ に

とっ て 第
一

の 輸出市場 は オー
ス トラ リア と南ア フ リカ

で あ っ た 。 そ れ は、乗用車の 品質、競争力の 欠如が 原

因で あ っ た 。 1957 年にア メ リ カ に現地法入 （トヨ タ ・

モ
ー

タ
ー

セ
ー

ル ス ・USA ） を設 立 し、トヨ ペ ッ ト ・ク

ラ ウ ン や コ ロ ナ （テ ィ ア ラ）の 導入 を試 み た が、ア メ

リ カ の 道路環境 で の 高速安定性の 欠如などの 品質不良

で輸出を断念 した経緯があ っ た からで あ る 。 ア メ リカ

市場へ の 取 り組 み が 本格す る の は カ ロ ーラの 誕 生す る

60 年代後半から 70年代 まで 待 た なければ な ら なか っ

た 。 そ の 間、】・ヨ タ は、中南米や東ア ジ ア の 閉鎖的な

輸出市場 に 対 して 、現地企 業 と提携 して KD 生 産 を行 っ

た 。 1959 年に は、トヨ タ生産方式の 本格的な量産工 場

で あ る元町工 場 で の 操業が 開始され る が、60年代の 巾

南米や東南 ア ジア 諸国で は、完成車の 輸入禁止 か、高

関税政策が採用 され る ように な る 。 トヨ タの KD 生産

は、60年代前半、南 ア フ リ カ （1962，トヨ タア フ リカ）、

ベ ネズエ ラ （1962，コ ン パ ニ ア ヤ ノニ マ ン ）、 ブ ラ ジル

（1963，トヨ タ ・ド・ブラ ジル ）で 行わ れ る よ うに なっ た 。

　束ア ジ ア で は、1962年に トヨ タ ・モ ー
タ
ー・タ イ ラ

ン ドを 設立 し、日本 か ら完 成 車の 輸 出が始まる。東ア

ジア で KD 生 産が 行われ る よ うに なっ た の は、次 の 段

階の 60 年代後半で 、フ ィ リ ピ ン （1964，デ ル タ ・モ ー

ター
〉、タイ （1966，トヨ タ

・
モ
ー

タ
ー・タ イ ラ ン ド）、

韓国 （1966，新進 自動車）、マ レ
ーシ ア （1968，ボル ネ

オ ・
モ
ーター）台湾 （1968，六和汽車公司）、イン ドネ

シ ア （1971，トヨ タ ・ア ス トラ
・
モ
ーター）で KD 生

産が 行 わ れ た 。 KD 生産の車種は、1957年に 誕生 した

トヨ ペ ッ ト・コ ロ ナ と 1966 年 に誕生 し た トヨ タ ・カ

ロ ー
ラ で あ っ た 。 1969年に は 、 輸出累計100 万台 を達

成 した 。 しか し、トヨ タ は、提携 を解消す る企 業行動

を採る こ と も多か っ た 。 韓国で は新進自動車と、台湾

で は 六和汽車公司 と、フ ィ リ ピン で は デ ル タ・モ ーター

と提携を解消 して い る 。 こ れ は そ れ ぞ れ の 国の 産業政

策や外資政策が トヨ タの 許容範囲を超えた 時 に行 わ れ

る 合理的判断で あ っ た、、

　本格的 の 海外に生産移転す る の は80年代の NUMMI

以降で あ る。NUMMI 以前 の トヨ タ の 海外戦略を

Porter は 「単純 な グ ロ ーバ ル 戦略」（35｝と呼び、　 P．

Ghemawat は 「ホ
ー

ム ・ベ ー
ス 戦略」〔36｝と呼 ん だ よう

に本国中心主義 で あっ た 。 東 ア ジ ア に本格的に対応 し

て 行 くの は 、 BBC 以降の 90年代に なっ て か らで ある 。

ASEAN が ひ とつ の 生 産単位 ＝市場単位 と して 統合 さ

れ な け れ ば、トヨ タ の もつ 組織能力 は、
一

国市場単位

で 車種も絞られ たロ ッ ト生産方式 となる KD 生産で は

発揮 で きなか っ た か らで ある 。

　 しか し80年代に は い る と、貿易摩擦が顕在化 して 輸

出 自主規制へ の 対応 と して 、ア メ リカ で の 現地生産を

考慮 しな けれ ばな らない 「ロ
ー

カ ル ・コ ン テ ン ツ に よ

る 生 産」 の 時代 を迎 え た 。 トヨ タ生 産 方式が、低 コ ス

トと高品 質 とい う競争優位 の 源泉 に な っ て い た が 、ト

ヨ タ 生 産方式の 移転が で きる かどうかが、トヨ タ に

と っ て の 課題 で あっ た。

　そ の試金石 とな っ た の が 、GM との 合弁 会社

  1で あり た 。 NUMMI で の 成功 に より て、1988

年に は 、100 ％ 出資の 自社工 場で あ る トヨ タ ・モ
ー

タ
ー ・マ ニ ュ フ ァ ク チ ャ リ ン グ ・ケ ン タ ッ キ ー

（TMMK ）を設立 し、エ ン ジ ン生 産 を含め て 本格的 な生

産 を始 め た 。 80 年代 の トヨ タ の 海 外 戦 略の 眼 は、ア メ

リ カ 市場 の み に 向け られ て い た 。

　 しか し、1988年の ASEAN で の BBC 、その 後 の AICO
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の 導入 は 、トヨ タの 眼 をア ジ ア に向け させ た 。 トヨ タ

は、それ まで ASEAN 各国に KD 生産拠点を設 け、非

効率で は あっ た が各国単位で 目標国産化率 の 達成 をは

か っ て きた 。 BBC が決まる と、部品を分業相互補完す

る計画を打ち出 した 。 その 計画は、タイで デ ィ
ーゼ ル ・

エ ン ジ ン、シ リ ン ダ
ー

ブ ロ ッ ク 、 ボ デ ィ
ーパ ネル、イ

ン ドネシ ア で は ガ ソ リン ・エ ン ジ ン、フ ィ リ ピ ン で は

トラ ン ス ミ ッ シ ョ ン、マ レーシ ア で は ス テ ア リ ン グ部

品 を ア セ ア ン 各国で 相互 補完す る とい う、三 菱自 と同

様 な もの で あっ た。1990 年 に は、ASEAN 域 内 の 部品

供給の 価格・数量調整 と推進 を 目的 と して 、シ ン ガ ポt

ル に トヨ タ ・モ
ー

タ
ー・

ア ジ ア パ シ フ ィ ッ ク を設立 し、

相 互 補完体制 を強化 した。

5． 結論 一メ タ技術 の 統合力 と要素技術 の 開発 力

　日本企業の東ア ジ ア進出 は、日本国内の 量産体制が

整 っ た 60年代後半か ら活発 に な っ た。東ア ジアの 産業

発展に とっ て、第
一

に工業化資金、第二 に技術移入 と

多様 な 技術集積、第三 に製品需要の 創出が 、 重要 な課

題 で あ っ た 。 東 ア ジ ア 諸国の 産業政策 の 共通す る 特徴

は 、最初の 段 階 で、輸 入代替工 業化 政 策 と して 、国内

企 業の 育成 ・
保護 を 目的 と して 欧米、日本 などの 先進

工 業国からの 完成品 の 輸入 を高率な関税等で規制 し、

外国資本の 規制
・
誘導 しな が ら国内企 業 との 合弁企業

の 設立を促進 して KD 生産 に転換させ、先進国の技術

移入 を促 した点にある 。 KD 生 産の 次の 段階で は、部品

の 輸入 を高関税等 で 規制 し、自動車の 国産化率の 達成

目標 、つ ま り部 品調達 の ロ ーカル ・コ ン テ ン ツ 率 を引

き上 げ る こ と で 、部品生産 に移行 させ 、自動車産業を

支え る外国部品メ
ー

カ
ー

の 進 出 を促し、あ わ せ て 国内

部品 メ
ーカーを育成 した。しか し部品生産を各国別 の

小規模 に生産 した部品は高 コ ス トで あり、そ れ を組み

立 て た自動車に輸 出競争力が ない こ とは 明 らか だ っ た 。

そ こ で 80年代後半 に なる とASEAN で は、BBC やAICO

な どの 水平分業体制 を認 め た た め に、自動車企業 は、各

国単位 の ロ ー
カ ル 戦略か ら地域 〔リージ ョ ナ ル ）戦略

へ と戦 略 を転換 させ た 。

　 70 年代 か ら 80 年代 の 日本 の 自動車企業 の 東 ア ジ ア

進出過程 にお い て、両 社 は まっ た く異 な る行動 を選択

した。

　中国 を含め た 東 ア ジ ア で の 生 産台数は2003年まで 三

菱 自は
一
貫して トヨ タ を上 回 っ て い た 。 トヨ タ は、外

資規制の ある 国に おい て も、自社 の 組織能力が 最大限

発揮で きる よ うに実質的 に 経営支配 で きる マ ジ ョ リ

テ ィ
ー

を極力確保 しようと した。そ れ は、トヨ タの 競

争優位性が 「経営資源 の パ ッ ケ
ージ」 と して 内部化 し

て 移転す る必要があ っ たからで ある（3n
。

一
方、 三菱自

動車は 、 そ の 国 の 現地企 業 との 合弁企業設立な ど、自

社 の 経営支配や パ ッ ケ
ージ移転に こ だわ らず、要素技

術 の 供与や 部品 の 提供 を行 い なが ら海外展開 を行 っ て

きた。

　三菱自は、歴史的に 航空機生産や 船艇生 産か ら派 生

したエ ン ジン 開発技術など独自の 要素技術 が あ り、三

菱自の 競争力の 源泉 となっ て い た。しか し、60年代か

ら着実 に グロ
ー

バ ル に販売網を築きあげて きた トヨ タ

や 日産に比べ る と、自動車専業企業 と して後発 で あ っ

た。自動車は規模の経済の働く装置産業で あ る 。 グ ロ ー

バ ル な販売力を早急 に確立するための ク ラ イス ラ
ー
社

との 販売提携が 、 三菱自の グ ロ ーバ ル 戦略 を他 の 日本

企 業 とは 異な る 企業行動 を採 らせ た。特に独自の 販売

が 限 られ た 東 ア ジ ァ で は顕著 で あ り、三 菱 自の 要素技

術 や 三菱商事と の 連携が 戦略的行動 の 進化を促 した。

70年代 中盤か ら
一

国単位 の 輸入 代替⊥ 業化 政 策下 の 東

ア ジ ア に積極的な事業展開 し、東 ア ジ ア の 各国別 に対

応 して行 っ たの が三菱 自の 戦略的行動で あ っ た。 80年

代、事実上 日本 か らの 輸出 を制限され た 欧米市場へ 、韓

国 の 現代 自や マ レ
ー

シ ア の プ ロ トン、タ イ の 合弁企業

か ら技 術 供与で 生 産 した乗用 車 を輸出 した 。 そ れ は、意

図的に は じめ か ら構想 され た 戦略 とい うよ りも、三 菱

商事 との 関係 や 経緯か らむ しろ 創発的 に生まれ た 戦略

的行動であっ た 。

　
一

方、トヨ タ は60年代後半から輸出を中心 に して海

外戦略を進め て きた 。 後発国が 輸入代替工 業化政策を

採用す る と現地で の KD 生産 で対応 して きた 。 しか し 、

本格的の 海外 に生 産移転す る の は 80年代 の NUMMI 以

降で ある 。80年代初頭か らア メ リ カ で の 現地生 産をは

じめ て い た本 田 技研や 日産 に比 べ る と、トヨ タの 企 業

行動 は慎重で あ っ た。トヨ タ の 慎重な企業行動 の 理 由
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は、第
一

に 、トヨ タ生 産 シ ス テ ム は多品種平準化生 産

を前提 と した メ タ技術 にあ り、そ の 移転困難性 の 認識

で あ っ た。第二 に、トヨ タ の 競争優位性が系列企業や

協力企業を含め た トヨ タ生産 シ ス テ ム の 背後 に あ る 産

業集積 の 活用 した シ ス テ ム 統合力 に よ る効率化 にあ っ

たか らで ある 。 輸出 や KD 生 産 は可 能で あ っ たが、海

外へ の本格的な生産移転 は、広義 の トヨ タ生 産 シス テ

ム の 経営資源の パ ッ ケージ と して内部化で きなければ、

非効率で競争力と して 生かせ る こ とが で きな い と考 え

られ て い た か ら で ある 。 ASEAN の
一

国市場単位 の 産

業政策へ の 対応 は、本 国 で の 効率化 を追求 した KD 輸

出 とい う部分最適で 凌 い だ 。 しか し、部品 の 相互補完

が認め られる と、トヨ タ はこ れまで 制約か ら解放 され

た よ うに、ASEAN を ひ とつ の地 域事業単位と して 「経

営資源の パ ッ ケ
ー

ジ」を移転 した積極的な地域戦略へ

転換 した 。

　 トヨ タは 、 イ ン ドネシ ア 、 タ イ、 フ ィ リ ピ ン、台湾

で の マ
ー

ケ ッ トシ ェ ア は、2003 年現在 1位 で ある 。 タ

イ か らは ソ ル ー
ナ、 カ ロ ーラ 、

ハ イ ラ ッ クス を、イ ン

ドネシ アか らは、キ ジ ャ ン を域内 に 輸出 して い る 。 さ

らに IMV 構想として 車両や部品を 日本以外 の 生産拠点

で相互 に供給 し合 い 、タ イ、イン ドネシ ア 、南 ア フ リ

カ、ア ル ゼ ン チ ン で生 産 し、世界 140 力 国以上 に販売

する こ とを進め て い る。

　企業 は、パ フ ォ
ーマ ン ス をあげる た め に 、 産業政策

で の 制約と制度を最大限 に活用する 戦略的行動 を とる 。

本国で の 企 業 と して の 歴 史的経路依存の 違 い 、生 産規

模 の 格差 や そ れ を支え る生 産 シ ス テ ム の 蓄積 な どの 経

営資源や 組織能力 の 質的な差異が 、環境 に 対する適応

と適用の 差異を生 み、両社の 東ア ジア に 向けた戦略的

行動 の 違い と な っ た の で ある。両社 の 戦略的行動 は、

「経営資源 の パ ッ ケージ移転に よる 内部化」と、経営資

源の 内部化や パ ッ ケ
ージ に こ だ わ らない 「デ パ ッ ケー

ジ 移転」 とい える ほ どの違い が あっ た 。 結局、両社 の

ダ イナ ミ ッ ク ・ケ イパ ビ リ テ ィ
ー

の 進化プ ロ セ ス の 違

い が、意図的にせ よ創発的 にせ よ、両社の 地域戦略と

な り、戦略的行動を決定して行っ た と捉える こ とが で

きる。（了）

【注】

ω　 本研究 で は、自動車産業 の 事例研究対象 と して 、

　　 「東 ア ジ ア 諸国」は、韓国
・
台湾 に ASEAN4 で あ

　　 る フ ィ リ ピ ン、イ ン ドネ シ ア、マ レ
ー

シ ア、タ イ

　　 に限定 した 。

（2＞　 R ・T ・パ ス カ ル （1990）「逆説の マ ネジ メ ン ト』

　　 （ダ イヤ モ ン ド社）「（戦 略 の ）成果 が事前 に よ く

　　 練られ た構想 の た め で あ っ た と され るの は、成功

　　 の 事実が 明らか にな っ て か らの こ とで あ る。」62

　　 ペ ージ 　戦略 とは創発的 な もの で あ るが、H ・ミ

　　 ン ツ バ
ー

グ （1998＞『戦略サ フ ァ リ』（東洋経済新

　　 報社） に よれば 「戦略 とは 人々 が 状況 を学習 し、

　　 そ の状況に対する対処す る とこ ろか ら生 まれ る。

　　 （中略）その 結果、戦略は 組織内で うま く機能す

　　 る行動パ タ
ー

ン と して 収束す る 。」191 ペ ージ。

〔3）　 板木雅彦 （1985）「多国籍企 業と内 部化理 論
一S．

　　 ハ イマ
ーか ら折衷理論 に い た る 理論的系譜 とそ の

　　 検討 （上）（下）
一

」「経済論叢』京都大学、第 136

　　 巻第 2号、第 5，6
．
号。

〔
・1＞

〔5｝

（s＞

（7｝

（s）

Dunning，　J．　H ．（1979）
“Explaining 　Changing

Patterns　of 　lnternationa1　Production：In　Defense

of 　the　Eclectic　Theory”，　Oxford　Bulletin　of

Economic 　and 　Statistics，　vol ．41，　pp．269−295 ．

多国籍企業の 行動 は、ひ とつ の 要因 だ けで は カ

バ ーで きず、所有優位、内部化優位、立地優位 を

分析 上 の 優位性 と した 。

野 田 智義 （2001）「戦略 の ダイナ ミ ッ ク理論構築

を 目指 して 一産業内企 業間相違の進化をめ ぐる
一

考察」（新宅純 二 郎，浅羽茂 『競争戦略の ダイナ

ミズム 』日本経済新聞社 、 65−74 ペ ージ 。

Teece，　D ．　and 　G ．　Pisano（1994）
“The 　dynamic

capab 丗tyoffirms：an 　introduction”
，　In　dustn

’
al　and

Corparate〔］hange ，　Vol．3，
　No ．3

，
0xR ）rd 　University

Press，　pp537 −556．

生 産シ ス テ ム は メ タ技術 と要素技術 の 集合体で あ

る。メ タ技術 は要素技術 の 組み合わ せ に か か わ る

ノ ウハ ウや テ ク ニ ッ ク の総称で あ り、 技術移転の
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　　 影響 の 程度 は主 と して メ タ技術の 移転の 程度 をい

　　 か に 評 価す る か に か か っ て い る 。榊原清則

　　 （1988）「生産 シ ス テ ム に お け る革新 ： トヨ タの

　　 ケース 」（伊丹敬之
・
加護野忠男 ・小林孝雄 ・榊

　　 原清則 ・伊藤元重著 『競争と革新一自動車産業の

　　 企 業成長』東洋経済新報社、87ペ
ー

ジ。

（9｝　 本稿で は 、 三菱重 工 を 「三 菱重」、三 菱自動車 工

　　 業を 「三菱自」とした 。

  　 ト ヨ タ 自動車株式会社広 報部 『トヨ タ の 概 況

　　 2005』、三 菱 自動車工 業株式会社広報部 『フ ァ ク

　　 トブ ッ ク 2005』

Cll）　 トヨ タ 自動車株式会社広報部 「ア ジ ア で の 活動」

　　 『トヨ タ の 概況 2005』19ペ ージ、三 菱自動車工 業

　　 株式会社広報部「ア ジア で の 活動」『フ ァ ク トブ ッ

　　 ク 2005』 14 ペ ージか らア ジア で の 生産台数の 数

　　 値を引用した 。 た だ し トヨ タ は、イ ン ド、バ ン グ

　　 ラ デ ィ ッ シ ュ 、パ キス タ ン、トル コ をア ジアか ら

　　 除外して集計 して い る の で、三 菱自の ア ジ アの 数

　　 値 は 同地域を除 い て集計した 。 「い わ ゆ る東ア ジ

　　 ア地域」 とは、イ ン ドネシ ア 、マ レ
ー

シ ア、フ ィ

　　 リ ピ ン、台湾、タ イ 、
ベ トナ ム 、中国、ブ ル ネイ、

　　 シ ン ガ ポー
ル 、韓国を指す。なお、トヨ タ は 「生

　　 産台数」につ い て 「生 産台数 は現地 調達率 40％以

　　 上 （F．0 ．B 価格ベ ー
ス ）の 台数」と注記 して い る。

　　 こ れは、ASEAN で の 国産品 として の 認定基準に

　　 従い
、 KD 生 産 は含ま ない と解釈 で きる 。 トヨ タ

　　 の 生産台数は、Pr，Toyota　Mo ω r　Manufactu血 g

　　 Indonesshia，　Assembly　Service　Sdn、Bhd．，Toyota

　　 Motor 　Philippines　Corp．，國瑞汽車有限公司 ，

　　 Toyota　Motor　Thailand
，
　Toyota　MoODr　Vietnam

，

　　 天津
一

汽豊 田 汽車有限公司、長春
一

汽豊越汽車有

　　 限公司、広州豊田汽車有限公司で 生産され た カ ム

　　 リ、アバ ンザ 、ダイ ナ、キ ジ ャ ン イノ
ーバ 、カ ロ ー

　　 ラ、ハ イエ ー
ス、ハ イラ ッ ク ス 、TUV 、ヴ ィ オ ス 、

　　 ウ イ ッ シ ュ 、ハ イエ ー
ス セ ミボ ン、ハ イ ラ ッ クス

　　 VIGO 、ソ ル
ー

ナ ヴ ィ オ ス 、ラ ン ドクル
ー

ザーを

　　 集計した数値で あ る 。

　　 ま た 三菱 自は、「生産台数」につ い て 「生産台数

　　 は、当社 か ら出 荷す る海外生 産用部品を使用 し、

〔12｝

〔13）

〔14）

〔15）

（16）

〔t7｝
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国 際 ビ ジネ ス研 究 学会 年 報 2006 年

現地 で 生産された台数 （KD は含まず）」と注記 し

て い る 。 KD 生 産 を含まない こ とはわかる が、国

産品 と して の 基準を満た して い る か は不明で あ

る。三菱自の 生 産台数 は、Mitsubishi 　Motor

Thailand 　Co．　Ltd．（MMC 　Sittipol），
Mitsubishi

Motors 　Philippines　Corp，，　P．T．Krama 　Yudha

Kesuma　Motors
，
　PT ．Krama 　Yudha 　Ratu 　Motors，

Perusahaan　Otomobil　Nashional　Bhd．
，
　USF −

HICOM （Malaysia）Sdn．Bhd ．、中華汽車工業有限

公司、東南汽車 （福健）工業有限公司、柳州汽車

有限公司、八 飛汽車有限公 司で 生産 されたス ト

ラ
ーダ、ラ ンサ

ー
（ミ ラージ ュ ）、ア ドベ ン チ ャ

ー、

デ リカ、ギ ャ ラ ン、ク ダ、コ ル ト、サ ガ イス ワ ラ 、

サ トリア （プ トラ）、ウ ィ ラ、ワ ジ ャ、フ リーカ、

バ リカ （ベ リカ）、シ ャ リオ を集計 したもの で ある 。

KD 車両は出荷す る 1台分の 部品パ ッ ケージの 総

額が 完成車 1台分 の 構成部品の 総額の 60 パ
ー

セ

ン ト以上をい う。 KD セ ッ トは、1台分 の 部品パ ッ

ケ
ージ に 含 まれ る部品の 総額が、完成車1台分の

構成部品の総額 の 60 パ ーセ ン トに満 た ない もの

をい う。

ASEAN とは、「ASEAN4 」で あ る フ ィ リピン、マ

レ
ー

シ ア、イ ン ドネ シ ア、タ イ につ い て 限定して

使 用 して い る。

藤本隆宏、椙山泰生 （2000）「ア ジ ア ・カ ーと グ ロ
ー

バ ル 戦略
一

グ ロ
ー

バ ル ・ロ
ー

カ ル ・トレードオ フ

に対する動的ア プ ロ ーチ 」 （青木昌彦、寺西重郎

「転換期 の 東ア ジア と 日本企業』東洋経済新報社）

425 ぺ 一
ン 。

小林英夫 （2000 ）『日本企業の ア ジ ア展開
一

ア ジ

ア通貨危機の 歴 史的背景』 日本経済評論社 194

ペ ージ 。

CEPT ス キ
ー

ム に よ っ て関税率が、2003 年1月 よ

り
一
部の 国を除き無税で あ る。た だ しマ レ

ー
シ ア

の 自動車関連 218品目は、他 の ASEAN 諸国との

関税削減 を 2005 年 1 月 ま で 延期 す る こ と が

ASEAN 経済閣僚会議 （2000年 5月）で認め られ

て い る 。
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「
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フ ィ リピン とオー
ス トラ リア は、三菱自の 子会社

と な っ た 。

台湾で の KD 生産 の 開始 は、締結 の 2年後 で あ る
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